＜別添＞

[bookmark: _GoBack][bookmark: _Hlk115084967]新設の医療機関等に係る顔認証付きカードリーダーの配送等の取扱いについて
	問１　令和５年４月からオンライン資格確認の導入が原則として義務化されるが、新設を予定している医療機関等における手続き等に変更はないか。


（答） 新設を予定している医療機関等におけるオンライン資格確認の導入手続きについては、以下のＵＲＬに記載のとおりであり、手続きに変更はありません。
　　（オンライン資格確認実施機関から「仮コード」を取得し、アカウント登録後、ポータルサイトにおいてカードリーダーの提供申請を行い、地方厚生（支）局から提供を受けた「保険医療機関・保険薬局指定申請書」の「受付番号」にてオンライン資格確認の利用申請と電子証明書発行申請をしていただきます。）

　　　 なお、これまではオンライン資格確認実施機関への受付番号の提示をもって顔認証付きカードリーダーを発送していたところ、今般、医療機関等における顔認証付きカードリーダー受領後のシステム改修等準備期間を十分に確保するため、受付番号の提示前であっても顔認証付きカードリーダーを発送することといたしました。
　　　また、顔認証付きカードリーダーはメーカーにより異なりますが、申込後配送まで3～4か月程度時間を要しますので、お早めに申込みください。
＜新設医療機関等において必要となるオンライン資格確認導入手続きについて＞
https://www.iryohokenjyoho-portalsite.jp/news/dype.html


	問２　顔認証付きカードリーダーの提供申請を行った後、保険医療機関等としての指定が行われなかった場合、どうなるのか。


[bookmark: _Hlk114908754]（答）新設の医療機関等への顔認証付きカードリーダーの提供については、同医療機関等を実施要領の第２の１（１）における「保険医療機関等」に該当するものとみなして、申請及び提供を行っておりますので、保険医療機関等としての指定が行われなかった場合には、速やかに、受付番号や医療機関名等をオンライン資格確認実施機関に報告してください。
また、顔認証付きカードリーダーは受注生産としているため、「医療提供体制設備整備交付金の実施について」（令和２年７月３日保連発0703 第１号）の別紙「医療提供体制設備整備交付金実施要領」（以下「実施要領」という。）の第５の１（１）及び（６）に基づき、顔認証付きカードリーダーの提供に要した費用相当額を返納いただくこととなります。

	問3　顔認証付きカードリーダーの提供申請を行った後、令和5年3月31日までにオンライン資格確認の導入準備が完了しなかった場合、どうなるのか。


[bookmark: _Hlk115085412]（答）実施要領の第５の１（１）及び（６）並びに第14に基づき、仮コードに登録された担当者は顔認証付きカードリーダーの提供に要した費用相当額を返納いただくこととなります。


	問4　令和5年4月に開設予定の医療機関等が、令和5年3月31日までにオンライン資格確認を導入した場合、補助金は交付されるのか。また、交付される場合は実施要領附則第2の引上げ後の補助上限額及び補助率が適用されるのか。


（答）令和5年3月15日頃までに地方厚生（支）局から保険医療機関等として指定を受け「医療機関等コード」を取得しているため、補助金は交付されます。また、顔認証付きカードリーダーを令和4年12月31日までに申し込みし、令和５年２月２８日までに実施要領の第２の１（２）に係るシステム事業者との契約を結んだ場合には、実施要領附則第２の補助上限額及び補助率が適用されます。


	問5　新設の医療機関等においては、補助金の交付申請も「仮コード」や「受付番号」で行うのか。
　　　いつまでに保険医療機関等としての指定を受けなければならないという期限はあるか。


（答）問１のとおり、アカウント登録及び顔認証付きカードリーダーの提供申請は「仮コード」で行い、オンライン資格確認の利用申請と電子証明書発行申請は「受付番号」で行えますが、実施要領第９に基づく「補助金の交付の決定」においては保険医療機関等としての指定が行われていることを確認する必要がありますので、地方社会保険医療協議会において保険医療機関等としての指定の答申が行われた後に、実施要領第７に基づく「補助金の交付の申請」を行ってください。（オンライン資格確認実施機関では、地方社会保険医療協議会による答申が行われた後、地方厚生局から医療機関等コードが情報提供されます。）
なお、補助金の交付を受けるためには、実施要領第14に基づき、事業を令和5年3月31日までに完了させ、保険医療機関等としての指定を受けたうえで、令和5年6月30日までに補助金の交付の申請を行っていただく必要があります。
